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２ｏ２５．４．１以降着工の改正法対応用 新手数料

　

１

※１
※２

＜建築物確認検査手数料一覧＞

床面積の合計（雨）※２

区分別手数料（円）※８

確認申請※１※９※ｌｏ
中間検査※３

　　　

※７

　　　

※１２

完了検査※４※７※１１※１２

中間検査有 中間検査無

１００以下

法６条の４該当※５ ２２，０００ ２２，０００ ２２，０００ ２８．０００

上記以外 ４０，０００
２８，０００ ３２．０００ ３８，０００構造計算有※６ ７０・０００

ｌｏｏ超～２００以下

法６条の４該当※５ ３０．０００ ３０，０００ ３４，０００ ４０．０００

上記以外 ５２．０００
４２．０００ ４０，０００ ４６．０００構造計算有※６ ９４．０００

２００超～ｗＵ以ｒ
下記以外 ９０，０００

７０・０００ ６４，０００ ７０，０００構造計算有※６ １１０・０００

３００超～５００以下 １１８，０００

　　　　　　

８２０００ ８００００ ９００００

５００超～１，０００以下 １５６．０００ １０２，０００ １４４，０００ １６０，０００

１，０００超～２，０００以下 １９４，０００ １５０．０００ １７６，０００ １９６．０００

２，ｏｏｏ超～３，０００以下 ３１８，０００ １８２．０００ ２０２，０００ ２２４，０００

３，０００超～４，０００以下 ４０２，０００ ２０８．０００ ２５４．０００ ２８０，０００

４，０００超～５，０００以下 ４８０．０００ ２４０，０００ ２８６，０００ ３１５，０００

５，０００超～１０，０００以下 ５６０，０００ ２８６．０００ ３４４，０００ ３７８，０００

は、白１ｇ′、

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１２の泣

　　　　　

。ここし、その面褒力３０ｍ以下の場合は１０，０００円とし
ます。
軽微な変更（基準法）の場合（誤記の訂正を除く。）は‐３，０００円とします。（都度徴収）
（基準法と省エネ法の軽微な変更が重複する場合、いずれか高額な手数料を適用します。）
構造計算有の計画変更の場合、その面積が３０ボ以下の場合は３０．ｏｏｏ円とします。なお、変更後の構造計画が建築

基準関係規定に適合することが明らかな場合は、構造計算無しの建築物確認検査手数料の区分を適用できるものとし
ます。

※３

　　

中間検査の場合は、当該検査部分の面積の合計とします。
※４

　　

当社が中間検査を行っているものについては、「中間検査有」を適用します。
※５

　

法６条の４に該当するもののうち、型式部材等製造者認証に係るものについては、減額します。
※６

　

構造計算書の審査が必要な建築物の場合に適用します。
※７

　

他社にて確認申請又は中間検査を行った場合で、当社で中間検査又は完了検査を受ける場合には、確認申請手数

　　

料の欄に掲げる額の １／２を加算します。

※８

　　

多量の申請が見込める場合、業務量の削減ができる場合などは別途協議により減額します。
※９

　　

確認審査の中で省エネ仕様規定を活用する場合は、手数料を加算します。
３５条の５に規定する天空率による
場合を含みます。）は、手数料を

ー

　　　　

一叢丁 対応

　　

手数料

　

』

　　　　　　　　

【別紙１１

　

２０２５．３．３１以前着工の旧法対応用

　

旧手数料

　　　

建築物（非住宅３ｏｏｍ以上２，ｏｏｏｍ以内）の

　　　

－

　　　

≠

　

、

　

酔

　　　

建築確認申請を令和３年４月１日以降受付したものから完了検査手数料＜建築物確認検査手数料一覧

　　　

加算を適用します。

床面積の合計（雨）※２

　　　　

区分別料金（円）※８

確認申請※１ 中間検査※３

　　　

※７

完了検査※４※７

中間検査有 中間検査無

１００以内

法６条の４該当※５ １８，０００ １９，０００ １９，０００ ２１，０００

上記以外 ２８，０００
２４，０００ ２７，０００ ２９，０００

構造計算有※６ ５４，０００

００超～２００以内

法６条の４該当※５ ２５，０００ ２５，０００ ２８，０００ ３０，０００

上記以外 ３７，０００
３５，０００ ３４，０００ ３６，０００

構造計算有※６ ７２，０００

２００超～５００以内

法６条の４該当※５ ３６，０００ ３０，０００ ４３，０００ ４５，０００

上記以外 ６８，０００
５８，０００ ５３，０００ ５５，０００構造計算有※６ ９０，０００

５００超～１，０００以内 １２０，０００ ７８，０００ １１０，０００ １１５，０００

１，０００超～２，０００以内 １５０，０００ １１５，０００ １３５，０００ １４０，０００

２，０００超～３，０００以内 ２４５，０００ １４０，０００ １５５，０００ １６０，０００

３，０００超～４，０００以内 ３１０，０００ １６０，０００ １９５，０００ ２００，０００

４，０００超～５，０００以内 ３７０，０００ １８５，０００ ２２０，０００ ２２５，０００

５，０００超～１０，０００以内 ４３０，０００ ２２０，０００ ２６５，０００ ２７０，０００

※２

　

計画変更の場合は、当該変更部分の面積の１／２を床面積の合計とします。ただし、その面積が

　

３０可以内の場合は７，０００円、３０ボ超～１００話以内の場合は１２，０００円とします。

　

構造計算有の計画変更の場合、その面積が３０ボ以内の場合は２０，０００円、３０ボ超～１００話以内の

　

場合は２４，０００円とします。なお、変更後の構造計画が建築基準関係規定に適合することが

　

明らかな場合は、構造計算無しの建築物確認検査手数料の区分を適用できるものとします。
※３

　

中間検査の場合は、当該検査部分の面積の合計とします。
※４

　

当社が中間検査を行っているものについては、「中間検査有」を適用します。
※５

　

法６条の４に該当するもののうち、型式適合認定，型式部材等製造者認証に係るものについては、

　

別途協議により減額します。
※６

　

法律上、構造計算書の添付が必要な建築物の場合に適用します。
※７

　

他社にて確認申請又は中間検査を行った場合で、当社で中間検査又は完了検査を受ける

　

場合には、各検査の手数料に床面積の合計がｌｏｏｎｆ以内は９，０００円、ｌｏｏｍ超～２００ｉｌｆ以内は

　

１２，０００円、２００雨超～５００１Ｈ以内は１８，ｏｏｏ円、５００ 超は確認申請手数料の欄に掲げる額の

　

１／２を加算します。
※８

　

多量の申請が見込める場合、業務量の削減ができる場合などは別途協議により減額します。
※９

　

建築基準法第６条の３第１項ただし書きによるルート２審査又は基準法施行令第１３５条の５に

　

規定する天空率による審査を行う場合（確認後新たにルート２審査又は天空率による審査を行う

　

計画変更の場合を含みます）は手数料を加算します。
※１０

　

省エネ適合性判定を要する建築物の完了検査の場合は手数料を加算します。



床面積（ＩＨ） 確認申請に係る減額手数料（円）

１００以下 ‐４，０００
ｌｏｏ超～２００以下 ‐６，０００
２００超～３００以下 ‐８，０００
３００超～５００以下 ‐１２，０００
５００超～１，０００以下 ‐１６，０００
１，０００超～２，０００以下 ‐２０．０００
２，ｏｏｏ超～３，０００以下 ‐２８．０００
３，０００超～４，０００以下 ‐３６，０００
４，０００超～５，０００以下 ‐４２．０００
５，０００超～１０，０００以下 ‐５０，０００‐５０，０００

　

５，０００超～１０，０００以下

※９

　

加算手数料（省エネ仕様規定審査）
床面積（ｒＨ） 加‐算手数料（円）
２００以下 １４，０００

２００超～３００ｎｆ以下 ２０，０００
３００超～５００以下 ４５，０００
５００超～２，０００以下 １４０，０００

２，０００超 （見積による）

※１０

　

加算手数料

床面積（ｎｆ）
加算手数料（円）

ルート２審査を行う場合 天空率の審査を行う場合
１，０００以下 ８４，０００

１６．０００１，０００超～２，０００以下 １２０，０００
２，０００超～１０，０００以下 １８０，０００

※１１ 完了検査加算手数料（省エネ適合性判定等対象建築物の完了検査）
注）省エネ適判等（省エネ適合性判定等）とは：

　

省エネ適合性判定通知書、認定通知書（長期優良住宅、低炭素建築物、性能向上計画）、設計性能評価書
又は長期使用構造等確認書を活用するだけでなく、省エネ義務化による基準省令による審査（仕様規定）を
含みます。

床面積（雨）
加算手数料（円）

　

直前の省エネ適判等を
当センターから受けている場合

　

直前の省エネ適判等を
当センターから受けていない場合

２００以下 ５，０００ １６．０００
２００超～３００以下 １２．０００ ３０．０００
３００超～５００以下 １６，０００ ３２，０００
５００超～１．０００以下 ２６．０００ ５２，０００
１，０００超～２，０００以下 ３４．０００ ６８，０００
２，０００超～１０，０００以下 ５６，０００ １２０，０００

・標準入力法、主要室入力法により省エネ適合性判定を受けた建築物に関する完了検査加算手数料は、 別途見積と
します。
・完了検査前に省エネ性能に変更がある場合は、次のとおり加算します。
但し、直前の判定が他社（行政庁を含む。）の場合は、２倍の金額とします。

　

（１）一定範囲内の省エネ性能が低下する場合（ルートＢ）

　

８，０００円（都度徴収）

　

（２）上記以外の場合（ルートＡ、Ｃ）

　　　　　　　　　　　

３，０００円（都度徴収）

※１０

　

完了検査加算手数料（省エネ適合性判定対象建築物の完了検査）

床面積（ＩＨ）

加算手数料（円）

　

直前の省エネ適判を
当センターから受けている場合

　　

直前の省エネ適判を
当センターから受けていない場合

３００以上５００以内 １１，０００ ２２，０００

５００を超え１，０００以内 ２３，０００ ４６，０００

１，０００を超え２，０００以内 ２８，０００ ５６，０００

・完了検査前に一定範囲内の省エネ性能が低下する変更（ルートＢ（注）省エネ性能低下１割以内の場合）の
審査がある場合は、上記完了検査加算手数料にセンターの判定料金（税抜）に０．１を乗じた額（千円未満の
端数は切捨）を加算します。

・標準入力法、主要室入力法により省エネ適合性判定を受けた建築物に関する完了検査加算手数料は
別途見積とします。

種別＼区分 確忍申請（計画変更）｛円） 完了検査（他社確認）（円）※１２
昇降機 ２４，０００（１２．０００） ３０，０００（４６．０００）
工作物 ２８，０００（１４，０００） ２８，０００（４４．０００）

種別＼区分 確認申請（計画変更）（円） 完了検査（他社確認）（円）

昇降機 １９，０００

　　

（１０，０００） ２５，０００

　　

（３５，０００）

工作物 ２２，０００

　　

（１１，ｏｏｏ） ２３０００

　　

（３４，０００）

※５

　

減額手数料（型式部材等製造者認証）

床面積（ｍ） 確認申請に係る減額手数料（円）

１００以内 －２，０００

１００超～２００以内 －３，０００

２００超～５００以内 ‐４，０００

５００超～１，０００以内 ‐１２，０００

１，０００超～２，０００以内 ‐１５，０００

２，０００超～３，０００以内 ‐２５，０００

３，０００超～４，０００以内 ‐３１，０００

４，０００超～５，０００以内 ‐３７，０００

５，０００超～１０，０００以内 ‐４３，０００

※９

　

加算手数料（ルート２審査又は天空率により審査）

床面積（ボ）
加算手数料（円）

ルート２審査を行う場合 天空率の審査を行う場合

１，０００以内 ７０，０００

８，０００１，０００を超え２，０００以内 １００，０００

２，０００を超え１０，０００以内 １５０，０００



【別定め】
旧建築基準法（２０２５年３月３１日以前）による確認手続きに係る加算額の取扱いについて
・旧４号建築物で２０２５年４月１日以降に工事落手されたものについては、次表に定める手数料を、中間検査、完了検

　

住宅
省エネ※

（仕様規定）

　

住宅
（共同住宅等）

２ｏｏＩＨ以下 １４，０００
２００超～３００ｎｆ以下 ２０，０００
３００超～５００１Ｈ以下 ４５，０００

５００ボ超 １４０，０００

構造その他

１００ＩＨ以下
仕様規定 １８，０００
構造計算有 ４８，０００

１００ボ超～２００可以下
仕様規定 ２２，０００
構造計算有 ６４，０００

２００雨超～３００ボ以下
仕様規定 ５２，０００
構造計算有 ７３，０００

３００ボ超～５００ｎｆ以下 構造計算有 ８２，０００
５００ボ超 構造計算有 （見積による）


